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は，地 市の 市 や住宅市 等の に し， 外に立地する公営住宅団地を対象にその活用や再生の

を し，その を する とを 的としている。 では， の 市圏の公営住宅に いて，住宅事業者・

管理者・自治会等の のもと， ・ ンタビ ー を実施した。その結 ，地 ・ 外においても公営住宅の

役割は きく， ） 退の む 外住宅地の中で 点的な役割を たす と， ）住宅・団地の を高 て 年層の住宅

に対応する と，）住宅管理手 の な運用により，地 を に活用する と等を として している。 

 
 

： ）公営住宅， ） 外， ） 市圏， ）活用， ）再生 

 

 UTILIZATION AND REGENERATION OF SUBURBAN PUBLIC HOUSING ESTATES  
SUITABLE FOR THE CHARACTERISTICS OF CITY REGION 

                
Ch. Yumi Sato 

Mem. Yoshinobu Kikuchi, Yusuke Koyama 

 This study examines the way of utilization and regeneration of suburban public housing estates of regional cities, focusing on the 
regional characteristic of city structure and housing market. The material and the interview surveys are conducted in three city regions 
with the cooperation of housing supply and management agents. The directions of suburban public housing estates will be: 1) playing 
an important role as the core in shrinking area; 2) improving the quality of housing and estate to meet young people’s housing needs; 
and 3) managing housing with flexible operation to properly utilize local resources. 
 
1.   

1.1  

人口減少が む中， 市 外においては， 住宅地

の空き家・空き地の増加，市 地の管理 の 化，自

家用車以外の 手段の による高齢者の生活 な

が され， 市の持続 との においても議

がなされている。 

一 ，地 自治体が 給する公営住宅は 年の公

営住宅 改 以 ，住宅セーフティ トの中核として，

・管理ともに 的が 化される中，建替 ・改

等スト ク の れ，公共建築 としてのスト ク

減の動きが加 し， 時に入居率も 下している。し

かし， れらの問 は全国一 ではない。 た，高

成長期に市 地 辺部の宅地 により された

な住宅団地等では，居住者層の りから テ

ィの 退，地 活 の 下， ・ ・生活 連 ー

ビスの 等の問 もみられ，一層「 化」の問 が

化し ある。 

一 ，民間賃貸住宅市 が な地 においては，

年層の公営住宅 が く，持家への住み替 の賃

貸住宅としての や，集約型 市 の実 における

点としての 置 け等， な役割を有している。一

部の自治体では，建替 ・改 ・用 廃止のみなら ，

上を したリ ベーションや他の用 への ン

バー ョン等，住宅セーフティ トとしての役割を

た な公営住宅の活用が されている ）。 た，

近年はグ ーバル化の により，公営住宅等への外国

人の居住も一 化してきている。 

のように， 市 の集約化が られる地 市

において， 市計画や住宅 の から， 外立地の

公営住宅団地においては，そのあり や な活用

を する が高い。 

そ で， は， の の なる 市圏を対象

に， 市 や住宅市 の地 な に し， 外立

地の公営住宅団地の実 から，その活用・再生 の

を し， に いて する とを 的とする。 
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1.2  

は， の 市圏における公営住宅団地の実

，それらの立地する 市圏・ 市の を把握

する。なお，実 においては， 公営住宅団地の

事業主体・管理主体や自治会等の を た。 

表 1-1  

 調査 ・対象 

 

調査 

･ 市計画マスター ラン等（ 市・ 市・ 児 市） 

･公営住宅スト クに する計画 ・管理 （ ・
山県･ 児 市）他  

ータ ･居住世帯の ・入居に する住宅管理 ータ （
･ 山県･ 児 市） ・ ・ 年等 

ン タ

ュ ー

調査 

･住宅事業主体（ ･ 山県･ 児 市） 

･住宅管理主体（ 北住宅管理センター，県営住宅管理
センター太閤山連 室・ 管理連 員（居住者）） 

･ 者（ 市社会 議会 事務所） 

･団地自治会（ 北 団地， 団地） 

1.3  

対象は，住宅市 に のある 市圏の 外立

地の ータウンとそ に立地する公営住宅団地とする。

体的には，近 市圏の 外にある 市 の 北

ータウン，持ち家率が全国 よりも高い北陸地

の 山県 市の太閤山 ータウン，持ち家率の い

地 の 点 市・ 児 市の ータウン

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

泉北ニュー

タウン 

（ 市 ） 

営 32
団地 14,591
戸 
（定 的

は 3団地選定） 

1960
年

～ 80
年  

・ 公社・UR・

民間 
NT 全体の公的賃貸住宅

再生計画がある。 

太 閤 山 ニ

ュータウン 

（ 市） 

山県営 
1 団地 3 地

828 戸 

1960
～ 90
年   

山県住宅 給公社 
戸建て分 住宅と県営

住宅・民間賃貸住宅（

UR）からなる 
皇 徳 寺 ニ

ュータウン 

（ 児 市） 

児 県営

2 団地 806 戸 
児 市営

2 団地 340 戸 

1980
～ 90
年  

民間（ ），戸建

て分 住宅と市・県営住

宅からなる。立地 化

計画の 市 導

（団地核）に設定。 

2.  

2.1  

人口減少社会における 市計画として， 市再生

置 改 （ 年）に く「立地 化計画」の

定が全国の 市で られ，それらに 応し， 年

から， 市の 小に対応した実 の把握や対応 を

する が く されている。 ，全国 ベル

で の 小をもとに 市 小 象を把握・分 し

た ら（ ）の ，それに公共 ・災

や組み合 て， 数の 市の居住 導 定の

を らかにした ら（ ）の な がある。

の他，地 市の 外住宅地の実 に いては，人口

成に した小 ら（ ），空き家の 生や住 に

す 等に するもの等が 数ある。 た，居住者の

住替 の実 や居住 に いては， （ ）， 地

（ ）がある。しかし， 市計画上の 置 けや圏

の住宅 等との を らかにしたものは少ない。 

 

2.2  

一 ，公営住宅の 成 年 の全国の管理戸数は

戸であるが，年 減少 にあり，入居戸数も

戸と管理戸数の ％に っている。応募倍

率も に 下し， 成 年 全国 倍であり，

のあり に いて民間賃貸住宅の活用を含 議 が

な時期を ている。とり け， 市圏よりも地

圏，市 地中 部よりも 外部において，公営住宅団

地の が減少する が みとれ，住宅予 の 減と

ともに，公営住宅スト クの 減が み，地 ・ 外立

地の団地ではその役割を改 て再確 す き にある。 

そうした を に， の 建築学会・ ル

ィス ション ）において，自治体の住宅セーフティ

ト としての公営住宅の や災 における

公営住宅事業やその に く居住 の ，民間

と連 した公営住宅管理，地 に対応した公営住宅

団地の活用や 市計画との連 等， からの議 ・

問 を行っている。その他，外国人の 定の団地へ

の集中 やそ での住生活・団地管理等を対象とした

も増 ある。 

以上のような 成 には，公営住宅制 が 設され

た 年や公営住宅 が改 された 年以 の社会

の 化に対し，周辺制 が に していない とに

する社会問 を対象としている。しかし，各自治体

の公営住宅 の 組み （ ，民間賃貸住宅

との役割分 や他の とのかか り 等）やその

となる 市 や住宅 の との 分

や，公営住宅団地を地 の として有 活用していく

・ な の 等は 分とはい ない。 

 

1-1 2 ） 

表 1-2  

太閤山

（ 市） 

泉北  

（ 市 区） 

皇徳寺 （ ）
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3.   

3.1    

，各 市の 市 や計画・住宅市 の を

らかにするた ， 対象 市の を 計 より

らかにする。 

） 市圏の  

の 対象 市の国 上の 置 けをみる

と， 市 （近 市圏の周辺市）， 市（ 市圏

外）， 児 市（ 児 市圏の中 市）と なっている

が，い れも高 成長期の住宅 に対応し， 外

で宅地 が行 れ，それにあ て公営住宅の 給が

行 れてきた 市である。 

市圏の人口動 を 成 ・ 年国 からみる

と， 圏，中 圏の増加は継続しているが，近

市圏 ％， 児 市圏 ％と減少し， 市圏外

の 山県も ％と，い れも 市圏としての テンシ

ルは 下 にある。 

） 市の 外化の  

人口・世帯の をみると，い れの 市も人口が減

少しているが， 市 は 市全体に比 減少率が高く，

世帯数の減少や高齢化も 時に んでいる。世帯 は

市が きく， 児 市が小さい。 た，外国人比率

は 業 市である 市や 市で高く 児 市で い。 

さらに， 外化の を 成 年～ 年国 の

人口集中地 （以下， 地 ）の 化からみると，

地 の ・人口ともに増加しているのは， 市のみ

であり，市 地は にある。一 ， 市や 市

は人口 の減少が， 児 市は 地 の が減

少している。 れは， 市では 外の 地 画 理事

業が継続している と， 市 （ は 北 ータ

ウン）では集合住宅地 の人口減少が継続している と，

児 市では地 により 外化に制約が く 地

が しにくい と等がその と される。 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2 DID 地区の ・ の （ 市 H22 H2 年 調査） 

 

 

 

 

 

）住宅市 の  

住宅スト クの  

住宅スト クの をみると， 市 は 市 外

の公的 住宅地が であるた ，持ち家や公的賃貸

住宅の比率が高いが，建築時期が 年 に集中してお

り，建替 時期を た住宅スト クが い。 た，

市は 山市の 外 市でもあるた ，持ち家（一戸建

て）が 数を ， 住宅 たりの が い。一 ，

市圏の中 市である 児 市は民営 家の比率が高く，

建築時期の しい住宅の比率が高い。 

に，空き家率を比 すると，い れも増加 に

あるが，民営 家の比率が高い 児 市で も高く，持

ち家率が高い 市が く 増加率は 市 で高い。 

た，各 市の世帯 たりの 用車保有 数（地

年）を比 すると， 市 に対し，

児 市 ， 市 ， 市 であり，

市の車 が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間住宅市 の  

対象 市の住宅の をみると， 世帯 た

りの 数は， 児 市の 戸に対し， 市 は

戸と少なく，「貸家」の比率が く，「持ち家」や「分

住宅」等の持ち家 が 数を ている。 

た，地 をみると， 市 （ 北 ）・ 児 市

表 3-1 ・世帯の特徴（ 市 H2 年 調査） 

・世帯
2 1 年

2 1
1 年の

率

世帯数
2 1 年

2 1
1 年の
世帯数

率

世帯

数
2 1 年

年
率

2 1 年

年
率

2 1 年
率

2 1 年

市 3 31 - 32 3 3 1 1 2 13 2 1 2

市 区 1 2 - 2 2 - 2 12 31 1 1

市 2 3 -1 3 32 11 2 2 13 2 1 3

市 1 -1 2 2 2 11 2 22 13 2 2 2

DID地区
の

2 1 年
DID地区

率

2 1 年
DID地区

率

2 1 年
DID地区

率

2 1 年
DID地区

率

DID地区
の

DID地区
の

DID地区
の

度

市 1 2 2 1 1 1

市 区 3 3 3 1 1 3 3

市 1 1 1 1 1 1 1

市 13 13 1

図 3-1 住 の ・建 （ 市 H3 年住 ・ 地 計調査） 

表 3-3 居住 度（ 市 H3 年住 ・ 地 計調査） 

2 1 年 1 世帯 率
世帯 1住

  （ 2）
1

（ ）

市 31 2 33 3 2 3
市 区 2 2 3 3

市 21 2 1 3 3

市 3 2 1 3 2

図 3-2 住 の建 （ 市 H3 年住 ・ 地 計調査） 

表 3-  空き家の （ 市 住 ・ 地 計調査） 

空家数 率

2 2 13 2 1 2 2 13 2 1 2 1 2

市 1 2 3 13 13 3 13 1

市 区 23 1 1 12 11

市 3 1 3 11 1 3 11 11 11 1

市 1 332 13 13 1 11

空き家の 空き家数 空き家率

9.3%

8.2%

14.5%

6.1%

21.3%

44.7%

18.3%

15.7%

市

（

市 区

市

市

年 前 年 年

年 年 年

年 年 年

46.1%

39.1%
家（ 戸建）

80.8%

46.3%

家（ 住 ）

7.3%

営, 15.6%
4.1%

4.4%

・  

営 家（ 住

）, 31.9%

市

市 区

市

市

家（ 戸建） 家（ 住 ） 家（ 建 ）
営 ・ 営 家（ 戸建・ 建）
営 家（ 住 ） 住 の

 

1.2  

は， の 市圏における公営住宅団地の実

，それらの立地する 市圏・ 市の を把握

する。なお，実 においては， 公営住宅団地の

事業主体・管理主体や自治会等の を た。 

表 1-1  

 調査 ・対象 

 

調査 

･ 市計画マスター ラン等（ 市・ 市・ 児 市） 

･公営住宅スト クに する計画 ・管理 （ ・
山県･ 児 市）他  

ータ ･居住世帯の ・入居に する住宅管理 ータ （
･ 山県･ 児 市） ・ ・ 年等 

ン タ

ュ ー

調査 

･住宅事業主体（ ･ 山県･ 児 市） 

･住宅管理主体（ 北住宅管理センター，県営住宅管理
センター太閤山連 室・ 管理連 員（居住者）） 

･ 者（ 市社会 議会 事務所） 

･団地自治会（ 北 団地， 団地） 

1.3  

対象は，住宅市 に のある 市圏の 外立

地の ータウンとそ に立地する公営住宅団地とする。

体的には，近 市圏の 外にある 市 の 北

ータウン，持ち家率が全国 よりも高い北陸地

の 山県 市の太閤山 ータウン，持ち家率の い

地 の 点 市・ 児 市の ータウン

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

泉北ニュー

タウン 

（ 市 ） 

営 32
団地 14,591
戸 
（定 的

は 3団地選定） 

1960
年

～ 80
年  

・ 公社・UR・

民間 
NT 全体の公的賃貸住宅

再生計画がある。 

太 閤 山 ニ

ュータウン 

（ 市） 

山県営 
1 団地 3 地

828 戸 

1960
～ 90
年   

山県住宅 給公社 
戸建て分 住宅と県営

住宅・民間賃貸住宅（

UR）からなる 
皇 徳 寺 ニ

ュータウン 

（ 児 市） 

児 県営

2 団地 806 戸 
児 市営

2 団地 340 戸 

1980
～ 90
年  

民間（ ），戸建

て分 住宅と市・県営住

宅からなる。立地 化

計画の 市 導

（団地核）に設定。 

2.  

2.1  

人口減少社会における 市計画として， 市再生

置 改 （ 年）に く「立地 化計画」の

定が全国の 市で られ，それらに 応し， 年

から， 市の 小に対応した実 の把握や対応 を

する が く されている。 ，全国 ベル

で の 小をもとに 市 小 象を把握・分 し

た ら（ ）の ，それに公共 ・災

や組み合 て， 数の 市の居住 導 定の

を らかにした ら（ ）の な がある。

の他，地 市の 外住宅地の実 に いては，人口

成に した小 ら（ ），空き家の 生や住 に

す 等に するもの等が 数ある。 た，居住者の

住替 の実 や居住 に いては， （ ）， 地

（ ）がある。しかし， 市計画上の 置 けや圏

の住宅 等との を らかにしたものは少ない。 

 

2.2  

一 ，公営住宅の 成 年 の全国の管理戸数は

戸であるが，年 減少 にあり，入居戸数も

戸と管理戸数の ％に っている。応募倍

率も に 下し， 成 年 全国 倍であり，

のあり に いて民間賃貸住宅の活用を含 議 が

な時期を ている。とり け， 市圏よりも地

圏，市 地中 部よりも 外部において，公営住宅団

地の が減少する が みとれ，住宅予 の 減と

ともに，公営住宅スト クの 減が み，地 ・ 外立

地の団地ではその役割を改 て再確 す き にある。 

そうした を に， の 建築学会・ ル

ィス ション ）において，自治体の住宅セーフティ

ト としての公営住宅の や災 における

公営住宅事業やその に く居住 の ，民間

と連 した公営住宅管理，地 に対応した公営住宅

団地の活用や 市計画との連 等， からの議 ・

問 を行っている。その他，外国人の 定の団地へ

の集中 やそ での住生活・団地管理等を対象とした

も増 ある。 

以上のような 成 には，公営住宅制 が 設され

た 年や公営住宅 が改 された 年以 の社会

の 化に対し，周辺制 が に していない とに

する社会問 を対象としている。しかし，各自治体

の公営住宅 の 組み （ ，民間賃貸住宅

との役割分 や他の とのかか り 等）やその

となる 市 や住宅 の との 分

や，公営住宅団地を地 の として有 活用していく

・ な の 等は 分とはい ない。 

 

1-1 2 ） 

表 1-2  

太閤山

（ 市） 

泉北  

（ 市 区） 

皇徳寺 （ ）
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3.   

3.1    

，各 市の 市 や計画・住宅市 の を

らかにするた ， 対象 市の を 計 より

らかにする。 

） 市圏の  

の 対象 市の国 上の 置 けをみる

と， 市 （近 市圏の周辺市）， 市（ 市圏

外）， 児 市（ 児 市圏の中 市）と なっている

が，い れも高 成長期の住宅 に対応し， 外

で宅地 が行 れ，それにあ て公営住宅の 給が

行 れてきた 市である。 

市圏の人口動 を 成 ・ 年国 からみる

と， 圏，中 圏の増加は継続しているが，近

市圏 ％， 児 市圏 ％と減少し， 市圏外

の 山県も ％と，い れも 市圏としての テンシ

ルは 下 にある。 

） 市の 外化の  

人口・世帯の をみると，い れの 市も人口が減

少しているが， 市 は 市全体に比 減少率が高く，

世帯数の減少や高齢化も 時に んでいる。世帯 は

市が きく， 児 市が小さい。 た，外国人比率

は 業 市である 市や 市で高く 児 市で い。 

さらに， 外化の を 成 年～ 年国 の

人口集中地 （以下， 地 ）の 化からみると，

地 の ・人口ともに増加しているのは， 市のみ

であり，市 地は にある。一 ， 市や 市

は人口 の減少が， 児 市は 地 の が減

少している。 れは， 市では 外の 地 画 理事

業が継続している と， 市 （ は 北 ータ

ウン）では集合住宅地 の人口減少が継続している と，

児 市では地 により 外化に制約が く 地

が しにくい と等がその と される。 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2 DID 地区の ・ の （ 市 H22 H2 年 調査） 

 

 

 

 

 

）住宅市 の  

住宅スト クの  

住宅スト クの をみると， 市 は 市 外

の公的 住宅地が であるた ，持ち家や公的賃貸

住宅の比率が高いが，建築時期が 年 に集中してお

り，建替 時期を た住宅スト クが い。 た，

市は 山市の 外 市でもあるた ，持ち家（一戸建

て）が 数を ， 住宅 たりの が い。一 ，

市圏の中 市である 児 市は民営 家の比率が高く，

建築時期の しい住宅の比率が高い。 

に，空き家率を比 すると，い れも増加 に

あるが，民営 家の比率が高い 児 市で も高く，持

ち家率が高い 市が く 増加率は 市 で高い。 

た，各 市の世帯 たりの 用車保有 数（地

年）を比 すると， 市 に対し，

児 市 ， 市 ， 市 であり，

市の車 が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間住宅市 の  

対象 市の住宅の をみると， 世帯 た

りの 数は， 児 市の 戸に対し， 市 は

戸と少なく，「貸家」の比率が く，「持ち家」や「分

住宅」等の持ち家 が 数を ている。 

た，地 をみると， 市 （ 北 ）・ 児 市

表 3-1 ・世帯の特徴（ 市 H2 年 調査） 

・世帯
2 1 年

2 1
1 年の

率

世帯数
2 1 年

2 1
1 年の
世帯数

率

世帯

数
2 1 年

年
率

2 1 年

年
率

2 1 年
率

2 1 年

市 3 31 - 32 3 3 1 1 2 13 2 1 2

市 区 1 2 - 2 2 - 2 12 31 1 1

市 2 3 -1 3 32 11 2 2 13 2 1 3

市 1 -1 2 2 2 11 2 22 13 2 2 2

DID地区
の

2 1 年
DID地区

率

2 1 年
DID地区

率

2 1 年
DID地区

率

2 1 年
DID地区

率

DID地区
の

DID地区
の

DID地区
の

度

市 1 2 2 1 1 1

市 区 3 3 3 1 1 3 3

市 1 1 1 1 1 1 1

市 13 13 1

図 3-1 住 の ・建 （ 市 H3 年住 ・ 地 計調査） 

表 3-3 居住 度（ 市 H3 年住 ・ 地 計調査） 

2 1 年 1 世帯 率
世帯 1住

  （ 2）
1

（ ）

市 31 2 33 3 2 3
市 区 2 2 3 3

市 21 2 1 3 3

市 3 2 1 3 2

図 3-2 住 の建 （ 市 H3 年住 ・ 地 計調査） 

表 3-  空き家の （ 市 住 ・ 地 計調査） 

空家数 率

2 2 13 2 1 2 2 13 2 1 2 1 2

市 1 2 3 13 13 3 13 1

市 区 23 1 1 12 11

市 3 1 3 11 1 3 11 11 11 1

市 1 332 13 13 1 11

空き家の 空き家数 空き家率

9.3%

8.2%

14.5%

6.1%

21.3%

44.7%

18.3%

15.7%

市

（

市 区

市

市

年 前 年 年

年 年 年

年 年 年

46.1%

39.1%
家（ 戸建）

80.8%

46.3%

家（ 住 ）

7.3%

営, 15.6%
4.1%

4.4%

・  

営 家（ 住

）, 31.9%

市

市 区

市

市

家（ 戸建） 家（ 住 ） 家（ 建 ）
営 ・ 営 家（ 戸建・ 建）
営 家（ 住 ） 住 の



 

（ ）・ 市（太閤山 ）の になっており，

その は 倍 と きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

）公営住宅の  

公営住宅スト クの実  

各 市の公営の 家（以下，公営住宅）数の をみ

ると，い れの 市とも住宅数・比率が減少している。

に， 市 では 年に 戸であったものが，

年には に減少している。 

 

 

 

 

 

 

公営住宅居住世帯の  
世帯 たりの人員数は， 市・ 児 市・ 市

の で きい。公営の 家も が， に 市

の世帯 は小さい。 

た 高齢者のいる世帯の住宅の所有 をみると，

市 では持ち家居住は 割に ， 市全体，

市や 児 市に比 持ち家に居住が少ない ，公的

賃貸住宅が を ている。 児 市では民営 家

も と一定比率を ている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
公営住宅  
各 対象の公営住宅をみると， 北 ータウン

（ 市 ）はす て 営住宅であり， ータウ

ン全体の を る約 戸が ～ 年に 給さ

れている。 ータウン内の 賃貸・ 住宅 給公

社賃貸を含 年 に「 北 ータウン公的賃貸

住宅再生計画」が 北 ータウン再生 市等連 議

会により 定され， 年に改 されている。 た，太

閤山 ータウン（ 市）では 山県営住宅 戸が

～ 年に 給され， 年 に「太閤山県営住

宅再生団地計画」が 定されている。 ータウ

ン（ 児 市）では， 児 県営住宅計 戸， 児

市営住宅計 戸が 給され， 維持の で管理が

行 れている。なお，い れの 対象団地も 定管理

で住宅管理が行 れている。 

）公営住宅の役割の比  

以上から，各 市の住宅スト クには，それ れの

市 や住宅市 を した があり，公営住宅

の役割にも いがある。各種 をもとに 対象

市・地 における公営住宅を る を表 3- に す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-  用 住 （ 市 建 計調査 年度） 

住 戸数・
用
（H3 年度）

数 家 家 住 住
世帯
住

数

市 2 2 2 12 1

市 区 1 1 2 12

市 1 3 2 2 1 1 2 1

市 1 3 33 2 3 1 2

市 区 ・

皇徳寺
市皇徳

寺
1

1 層住居 用地
市 区 ・

太閤山
市中太閤

山
3

1 層住居 用地

建 率・ 率

泉北
市 区 山 1 層住居 用地

・ 度地区 市 区 ・

置 用 区 市計画区 区

表 3-  地 の （ 31 年） 

表 3-  住 数 営の 家（ 市 H2 H3 住 ・ 地 計調査） 

住
数

営の
家数

営の
家
率

住
数

営の
家数

営の
家
率

市 区 3 13 3 21 1 1 - -32

市 3 1 1 312 12 1 1 -13

市 2 12 13 1 2 11 1 1 3 -13

住 数 営
の 家の

2 13年 2 1 年 2 13
1 年住

数
率

2 13
1 年
営の
家数

率

戸建 住 建
戸建・
建

住

市 区
 

2 3 2 2 3 2 3 1 3 1 2 2 2 3 1 1 33

市
  31 2

2 1 3 1 2 3 2 31 - 2 3 1 1 2

市
2

2 1 2 2 2 2 2 3 2 1 2 2 1 1 2 2 2 2

の
世帯

（2 1 ）

家
営の
家

・
の 家

営 家

住

図 3-3 の 世帯の住 の  

（ 市 H3 住 ・ 地 計調査） 

 市・ニュータウンの特徴 住 市 の特  営住 の特徴 営住 の  

市 区 

（泉 北 ニュ

ータウン） 

･近 市圏の周辺市 

･高 成長期・マス

ウ ング期の人口増・

業地帯 に対応し

た宅地  

･ 圏から近年は

部・ 市内の住宅 に対

応。 

･ 築住宅は少なく 住宅ス

ト クの高 年化。近年は

持ち家のみ 給 

営 建替 対象

は 団地のみ。応募倍率

の い団地は 的に用

し 市 に活

用する計画 

･ 市圏の住宅セーフティ

トとしての役割が  

･ 高齢者・ がい者・外

国人等や近居等 への対

応 

市 

（太閤山ニ

ュ ー タ ウ

ン） 

･ 年 の 業 市

に対応した 山・高

リアの宅地  

・一戸建て・持ち家 ・

給が く 家・公営住宅

の 給・入居は少ない。 

山県営 戸数は

確保し 老 化した

建 の ・用地 等

を実施 

・住宅セーフティ トとし

て 所 者 高齢者

がい者 て世帯 外国

人等に対応 

市
（皇徳寺ニ

ュ ー タ ウ

ン） 

･ 児 市圏の中 市 

･市 地に 部が少ない

た 地に一定 以上

の住宅団地に人口の 割

世帯の 割が居住 

･民営 家の比率が高く

給も活 。家賃 高  

･市 化 や用 地

地 での 年持ち家 層

けの が 活  

児 県営・市営  

県は戸数維持 市は 減

の をすでに 県

市ともに近年は応募倍率

の 下が む 

･住宅セーフティ トとし

ての役割とともに 合 し

た周辺自治体における定住

人口の確保のた の住宅と

しての役割あり 

･ て世帯への  

 

表 3-   

表 3-  世帯 数（ 市 H2 H3 住 ・ 地 計調査） 

1 2

3

2

3

11

1 2

2 1

市（ 1 ）

市 区 32

市 1 33

市 1 2 1

家 営・ ・ の 家 営 家 住 居世帯
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（ ）・ 市（太閤山 ）の になっており，

その は 倍 と きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

）公営住宅の  

公営住宅スト クの実  

各 市の公営の 家（以下，公営住宅）数の をみ

ると，い れの 市とも住宅数・比率が減少している。

に， 市 では 年に 戸であったものが，

年には に減少している。 

 

 

 

 

 

 

公営住宅居住世帯の  
世帯 たりの人員数は， 市・ 児 市・ 市

の で きい。公営の 家も が， に 市

の世帯 は小さい。 

た 高齢者のいる世帯の住宅の所有 をみると，

市 では持ち家居住は 割に ， 市全体，

市や 児 市に比 持ち家に居住が少ない ，公的

賃貸住宅が を ている。 児 市では民営 家

も と一定比率を ている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
公営住宅  
各 対象の公営住宅をみると， 北 ータウン

（ 市 ）はす て 営住宅であり， ータウ

ン全体の を る約 戸が ～ 年に 給さ

れている。 ータウン内の 賃貸・ 住宅 給公

社賃貸を含 年 に「 北 ータウン公的賃貸

住宅再生計画」が 北 ータウン再生 市等連 議

会により 定され， 年に改 されている。 た，太

閤山 ータウン（ 市）では 山県営住宅 戸が

～ 年に 給され， 年 に「太閤山県営住

宅再生団地計画」が 定されている。 ータウ

ン（ 児 市）では， 児 県営住宅計 戸， 児

市営住宅計 戸が 給され， 維持の で管理が

行 れている。なお，い れの 対象団地も 定管理

で住宅管理が行 れている。 

）公営住宅の役割の比  

以上から，各 市の住宅スト クには，それ れの

市 や住宅市 を した があり，公営住宅

の役割にも いがある。各種 をもとに 対象

市・地 における公営住宅を る を表 3- に す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-  用 住 （ 市 建 計調査 年度） 

住 戸数・
用
（H3 年度）

数 家 家 住 住
世帯
住

数

市 2 2 2 12 1

市 区 1 1 2 12

市 1 3 2 2 1 1 2 1

市 1 3 33 2 3 1 2

市 区 ・

皇徳寺
市皇徳

寺
1

1 層住居 用地
市 区 ・

太閤山
市中太閤

山
3

1 層住居 用地

建 率・ 率

泉北
市 区 山 1 層住居 用地

・ 度地区 市 区 ・

置 用 区 市計画区 区

表 3-  地 の （ 31 年） 

表 3-  住 数 営の 家（ 市 H2 H3 住 ・ 地 計調査） 

住
数

営の
家数

営の
家
率

住
数

営の
家数

営の
家
率

市 区 3 13 3 21 1 1 - -32

市 3 1 1 312 12 1 1 -13

市 2 12 13 1 2 11 1 1 3 -13

住 数 営
の 家の

2 13年 2 1 年 2 13
1 年住

数
率

2 13
1 年
営の
家数

率

戸建 住 建
戸建・
建

住

市 区
 

2 3 2 2 3 2 3 1 3 1 2 2 2 3 1 1 33

市
  31 2

2 1 3 1 2 3 2 31 - 2 3 1 1 2

市
2

2 1 2 2 2 2 2 3 2 1 2 2 1 1 2 2 2 2

の
世帯

（2 1 ）

家
営の
家

・
の 家

営 家

住

図 3-3 の 世帯の住 の  

（ 市 H3 住 ・ 地 計調査） 

 市・ニュータウンの特徴 住 市 の特  営住 の特徴 営住 の  

市 区 

（泉 北 ニュ

ータウン） 

･近 市圏の周辺市 

･高 成長期・マス

ウ ング期の人口増・

業地帯 に対応し

た宅地  

･ 圏から近年は

部・ 市内の住宅 に対

応。 

･ 築住宅は少なく 住宅ス

ト クの高 年化。近年は

持ち家のみ 給 

営 建替 対象

は 団地のみ。応募倍率

の い団地は 的に用

し 市 に活

用する計画 

･ 市圏の住宅セーフティ

トとしての役割が  

･ 高齢者・ がい者・外

国人等や近居等 への対

応 

市 

（太閤山ニ

ュ ー タ ウ

ン） 

･ 年 の 業 市

に対応した 山・高

リアの宅地  

・一戸建て・持ち家 ・

給が く 家・公営住宅

の 給・入居は少ない。 

山県営 戸数は

確保し 老 化した

建 の ・用地 等

を実施 

・住宅セーフティ トとし

て 所 者 高齢者

がい者 て世帯 外国

人等に対応 

市
（皇徳寺ニ

ュ ー タ ウ

ン） 

･ 児 市圏の中 市 

･市 地に 部が少ない

た 地に一定 以上

の住宅団地に人口の 割

世帯の 割が居住 

･民営 家の比率が高く

給も活 。家賃 高  

･市 化 や用 地

地 での 年持ち家 層

けの が 活  

児 県営・市営  

県は戸数維持 市は 減

の をすでに 県

市ともに近年は応募倍率

の 下が む 

･住宅セーフティ トとし

ての役割とともに 合 し

た周辺自治体における定住

人口の確保のた の住宅と

しての役割あり 

･ て世帯への  

 

表 3-   

表 3-  世帯 数（ 市 H2 H3 住 ・ 地 計調査） 
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3.2 調査対象団地の特徴  

対象団地が立地する住宅地（ ータウン）や，

対象団地の な を ・ 地 ・ ン

タビ ー 等により把握した。 

） 対象地 （ ータウン）の  

） 対象団地の  

対象団地（ 北 団地，太閤山 地 ，

団地），の は表 3-11 の りである。 

北 ，太閤山 の公営住宅は ～ 年 ，

の公営住宅は 年 以 に建設されており，そ

各 地 の は表 3-10 の りである。 れによ

ると， 地 とも， 外の計画 住宅地として さ

れ，住宅の他， 常生活を る施設や空間の計画的な

がなされている。民間賃貸住宅が少なく，持ち家と

公的賃貸住宅の比率が高い住宅地となっている。 

のほとん が中層階段室型住棟である。団地の は

北 ータウンの 対象団地が きく，団地再生事業

（建替 ・集約・ 増築等）も んでいる。一 ，その

他の団地は「維持」の である。 

 

 

  泉北ニュータウン（ 市 区） 太閤山ニュータウン（ 市） 皇徳寺ニュータウン（ 市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立 地 ・

住 地

計 画 ・

周 辺

 

･ 市 部の 地， よ

り 道 25～33 分。3 駅を中 に

3 地 分 。近隣住 に

き，16 住 に地 公園・近隣セ

ンターがあり，歩行者 用道で

ながる 
･周辺の市 化 では 地

が減少し， ー 型施設，

住宅等の立地が む。 

･ 市中 部に 置し JR 小杉

駅から車で 5 分，北陸自動車道

と国道 8 にも近い。 
･ 計画では 8 住 あったが

的に 2 住 で された。 
･隣接して 宅地 給あり（

地 画 理事業） 

･ 児 市 部の 地上にあ

り， 児 中 駅から約 8
（バス約 30 分）。近隣住 に

き 2 小学校で 成され，そ

れ れに近隣公園， 業 あ

り，歩行者 用 道を有する。 
･周辺の市 化 では

地に住宅等の立地が む。 

計

画  

･ 住宅市 地 事業・1965～
83 年（入居 1967 年～），

業 ・ 18 人・ 5.4 戸

（1,557ha） 

・ 住宅市 地 事業・1964
～76 年・ 山県住宅 給公

社・1.6 人，4.2 戸，226ha 

・2 の （ 1980～97
年， 1999～02 年）・ 国

( )・ 3,807 戸(145ha)， 389
戸(14ha) 

・

世帯数 

･116,693 人･56,271 世帯（2020.4） ･9,851 人，3,935 世帯（2015 国

） 
･11,975 人・4,228 世帯（2015 国

） 

住 戸

数 ・

 

･約 58,700 戸・公的賃貸住宅

48.6%，マンション 23.2％，戸建

て住宅 27.7％他（2016.3 市

） 

･約 3,900 戸，持ち家 59％，公的

賃貸住宅 19％，民間賃貸 17％
（2015 国 ） 

･持ち家 69% 公営住宅 25% 

民営 家 3% 給 住宅 2%
（2015 国 ） 

営 住

団地 

･32 団地 14,591 戸（2020.3 時
点），空き家率 29.9％（2020.4）
募集停止団地 9 団地 

･居住 10,223 世帯，19,391 人，1.90
人/世帯（2020.4） 

･65 歳以上：43.2％， 世帯：
42.1％，入居 5 年以内：24.9％，
入居 41 年以上：17.2％（2020.4） 

･42 棟 828 戸（ ークは 1976 年
で 1,178 戸），空き家率 19.3％ 

･居住 668 世帯，人口 1,652 人，
2.47 人/世帯 

･65 歳以上人口 28.6％， 世
帯 35.5％，入居 5 年以内世帯
15.6％，入居 41 年以上世帯：
2.7％（2020.5） 

･市営 2 団地（15 棟 340 戸） 
2010 年 2020 年 
65 歳以上：5％ 16％ 

世帯：11％ 25％ 
空き家率：9％ 24% 

世帯人員：3.08 2.50  
入居 5 年以内：28％ 22％ 

･県営 2 団地 41 棟 806 戸 
図（ 営

住 団 地

置図） 
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表 3-1   調査対象地区の特徴 
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（ ）・ 市（太閤山 ）の になっており，

その は 倍 と きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

）公営住宅の  

公営住宅スト クの実  

各 市の公営の 家（以下，公営住宅）数の をみ

ると，い れの 市とも住宅数・比率が減少している。

に， 市 では 年に 戸であったものが，

年には に減少している。 

 

 

 

 

 

 

公営住宅居住世帯の  
世帯 たりの人員数は， 市・ 児 市・ 市

の で きい。公営の 家も が， に 市

の世帯 は小さい。 

た 高齢者のいる世帯の住宅の所有 をみると，

市 では持ち家居住は 割に ， 市全体，

市や 児 市に比 持ち家に居住が少ない ，公的

賃貸住宅が を ている。 児 市では民営 家

も と一定比率を ている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
公営住宅  
各 対象の公営住宅をみると， 北 ータウン

（ 市 ）はす て 営住宅であり， ータウ

ン全体の を る約 戸が ～ 年に 給さ

れている。 ータウン内の 賃貸・ 住宅 給公

社賃貸を含 年 に「 北 ータウン公的賃貸

住宅再生計画」が 北 ータウン再生 市等連 議

会により 定され， 年に改 されている。 た，太

閤山 ータウン（ 市）では 山県営住宅 戸が

～ 年に 給され， 年 に「太閤山県営住

宅再生団地計画」が 定されている。 ータウ

ン（ 児 市）では， 児 県営住宅計 戸， 児

市営住宅計 戸が 給され， 維持の で管理が

行 れている。なお，い れの 対象団地も 定管理

で住宅管理が行 れている。 

）公営住宅の役割の比  

以上から，各 市の住宅スト クには，それ れの

市 や住宅市 を した があり，公営住宅

の役割にも いがある。各種 をもとに 対象

市・地 における公営住宅を る を表 3- に す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-  用 住 （ 市 建 計調査 年度） 

住 戸数・
用
（H3 年度）

数 家 家 住 住
世帯
住

数

市 2 2 2 12 1

市 区 1 1 2 12

市 1 3 2 2 1 1 2 1

市 1 3 33 2 3 1 2

市 区 ・

皇徳寺
市皇徳

寺
1

1 層住居 用地
市 区 ・

太閤山
市中太閤

山
3

1 層住居 用地

建 率・ 率

泉北
市 区 山 1 層住居 用地

・ 度地区 市 区 ・

置 用 区 市計画区 区

表 3-  地 の （ 31 年） 

表 3-  住 数 営の 家（ 市 H2 H3 住 ・ 地 計調査） 

住
数

営の
家数

営の
家
率

住
数

営の
家数

営の
家
率

市 区 3 13 3 21 1 1 - -32

市 3 1 1 312 12 1 1 -13

市 2 12 13 1 2 11 1 1 3 -13

住 数 営
の 家の

2 13年 2 1 年 2 13
1 年住

数
率

2 13
1 年
営の
家数

率

戸建 住 建
戸建・
建

住

市 区
 

2 3 2 2 3 2 3 1 3 1 2 2 2 3 1 1 33

市
  31 2

2 1 3 1 2 3 2 31 - 2 3 1 1 2

市
2

2 1 2 2 2 2 2 3 2 1 2 2 1 1 2 2 2 2

の
世帯

（2 1 ）

家
営の
家

・
の 家

営 家

住

図 3-3 の 世帯の住 の  

（ 市 H3 住 ・ 地 計調査） 

 市・ニュータウンの特徴 住 市 の特  営住 の特徴 営住 の  

市 区 

（泉 北 ニュ

ータウン） 

･近 市圏の周辺市 

･高 成長期・マス

ウ ング期の人口増・

業地帯 に対応し

た宅地  

･ 圏から近年は

部・ 市内の住宅 に対

応。 

･ 築住宅は少なく 住宅ス

ト クの高 年化。近年は

持ち家のみ 給 

営 建替 対象

は 団地のみ。応募倍率

の い団地は 的に用

し 市 に活

用する計画 

･ 市圏の住宅セーフティ

トとしての役割が  

･ 高齢者・ がい者・外

国人等や近居等 への対

応 

市 

（太閤山ニ

ュ ー タ ウ

ン） 

･ 年 の 業 市

に対応した 山・高

リアの宅地  

・一戸建て・持ち家 ・

給が く 家・公営住宅

の 給・入居は少ない。 

山県営 戸数は

確保し 老 化した

建 の ・用地 等

を実施 

・住宅セーフティ トとし

て 所 者 高齢者

がい者 て世帯 外国

人等に対応 

市
（皇徳寺ニ

ュ ー タ ウ

ン） 

･ 児 市圏の中 市 

･市 地に 部が少ない

た 地に一定 以上

の住宅団地に人口の 割

世帯の 割が居住 

･民営 家の比率が高く

給も活 。家賃 高  

･市 化 や用 地

地 での 年持ち家 層

けの が 活  

児 県営・市営  

県は戸数維持 市は 減

の をすでに 県

市ともに近年は応募倍率

の 下が む 

･住宅セーフティ トとし

ての役割とともに 合 し

た周辺自治体における定住

人口の確保のた の住宅と

しての役割あり 

･ て世帯への  
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3.2 調査対象団地の特徴  

対象団地が立地する住宅地（ ータウン）や，

対象団地の な を ・ 地 ・ ン

タビ ー 等により把握した。 

） 対象地 （ ータウン）の  

） 対象団地の  

対象団地（ 北 団地，太閤山 地 ，

団地），の は表 3-11 の りである。 

北 ，太閤山 の公営住宅は ～ 年 ，

の公営住宅は 年 以 に建設されており，そ

各 地 の は表 3-10 の りである。 れによ

ると， 地 とも， 外の計画 住宅地として さ

れ，住宅の他， 常生活を る施設や空間の計画的な

がなされている。民間賃貸住宅が少なく，持ち家と

公的賃貸住宅の比率が高い住宅地となっている。 

のほとん が中層階段室型住棟である。団地の は

北 ータウンの 対象団地が きく，団地再生事業

（建替 ・集約・ 増築等）も んでいる。一 ，その

他の団地は「維持」の である。 
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･ 市 部の 地， よ

り 道 25～33 分。3 駅を中 に

3 地 分 。近隣住 に

き，16 住 に地 公園・近隣セ

ンターがあり，歩行者 用道で

ながる 
･周辺の市 化 では 地

が減少し， ー 型施設，

住宅等の立地が む。 

･ 市中 部に 置し JR 小杉

駅から車で 5 分，北陸自動車道

と国道 8 にも近い。 
･ 計画では 8 住 あったが

的に 2 住 で された。 
･隣接して 宅地 給あり（

地 画 理事業） 

･ 児 市 部の 地上にあ

り， 児 中 駅から約 8
（バス約 30 分）。近隣住 に

き 2 小学校で 成され，そ

れ れに近隣公園， 業 あ

り，歩行者 用 道を有する。 
･周辺の市 化 では

地に住宅等の立地が む。 

計

画  

･ 住宅市 地 事業・1965～
83 年（入居 1967 年～），

業 ・ 18 人・ 5.4 戸

（1,557ha） 

・ 住宅市 地 事業・1964
～76 年・ 山県住宅 給公

社・1.6 人，4.2 戸，226ha 

・2 の （ 1980～97
年， 1999～02 年）・ 国

( )・ 3,807 戸(145ha)， 389
戸(14ha) 

・

世帯数 

･116,693 人･56,271 世帯（2020.4） ･9,851 人，3,935 世帯（2015 国

） 
･11,975 人・4,228 世帯（2015 国

） 

住 戸

数 ・

 

･約 58,700 戸・公的賃貸住宅

48.6%，マンション 23.2％，戸建

て住宅 27.7％他（2016.3 市

） 

･約 3,900 戸，持ち家 59％，公的

賃貸住宅 19％，民間賃貸 17％
（2015 国 ） 

･持ち家 69% 公営住宅 25% 

民営 家 3% 給 住宅 2%
（2015 国 ） 

営 住

団地 

･32 団地 14,591 戸（2020.3 時
点），空き家率 29.9％（2020.4）
募集停止団地 9 団地 

･居住 10,223 世帯，19,391 人，1.90
人/世帯（2020.4） 

･65 歳以上：43.2％， 世帯：
42.1％，入居 5 年以内：24.9％，
入居 41 年以上：17.2％（2020.4） 

･42 棟 828 戸（ ークは 1976 年
で 1,178 戸），空き家率 19.3％ 

･居住 668 世帯，人口 1,652 人，
2.47 人/世帯 

･65 歳以上人口 28.6％， 世
帯 35.5％，入居 5 年以内世帯
15.6％，入居 41 年以上世帯：
2.7％（2020.5） 

･市営 2 団地（15 棟 340 戸） 
2010 年 2020 年 
65 歳以上：5％ 16％ 

世帯：11％ 25％ 
空き家率：9％ 24% 

世帯人員：3.08 2.50  
入居 5 年以内：28％ 22％ 

･県営 2 団地 41 棟 806 戸 
図（ 営

住 団 地

置図） 
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表 3-11 調査対象団地の特徴 

 泉北ニュータウン 太閤山ニュータウン 皇徳寺ニュータウン 

団
地
名 

A 団地 

A’団地 

（建替棟） 

B 団 地 （ 中

層） 

C 団地 

（C1・C2） 

D 地区 E 地区 F 地区 G 団地（市

営） 

H 団地（市

営） 

I 団地（県

営） 

J 団 地

（県営） 

 
立
地
・
周
辺 

タウンセン
ターに隣接。
各種利便施
設が立地。周
辺は公社賃
貸・戸建て・
マンション
等 

駅 か ら バ ス
利用圏。近隣
セ ン タ ー に
近接。周辺は
戸 建 て 主 体
で 一 部 公 社
賃貸・マンシ
ョン 

駅から徒歩圏。
小学校・幼稚園
等近接。周辺は
UR 賃貸・戸建
て・マンション
等 

JR 小杉駅から車で 6 分，北陸
自動車道小杉 IC から 7 分。 
周辺は戸建て持家が主体で一
部が民間賃貸住宅。 

「団地核」
と 小 学 校
に隣接。周
辺 は 戸 建
て 持 家 と
県営住宅 

県 教 職 員
住宅，社宅
に 隣 接 し
て立地。そ
の 他 周 辺
は 戸 建 て
持ち家。 

「団地核」
を挟んで G
団 地 の 北
に立地。周
辺 は 戸 建
て 持 家 と
市営住宅。 

「 団 地
核」に隣
接して立
地。周辺
は戸建て
持家 

住
棟 
・
住
戸
数 

A：12 棟 415
戸（中層） 
A’：6 棟 683
戸（高層） 
＊2020.9 

30 棟 960 戸
（中層） 
増築（1 室），
EV 増築 
 

C1：11 棟 330
戸（中層）2.96ha 
C2：6 棟 180 戸
（中層）  

18 棟 240
戸 

9 棟
252 戸 

15 棟
336 戸 

8 棟 190 戸
（中層・階
段室型） 

7 棟 150 戸
（中層・階
段室型） 

17 棟 420 戸
（中層・階
段室型） 

24 棟 386
戸 

建
設
年
度 

A:1969-70 
A’：2019-21
予定 

1972-73（増改
築 1986，1998
～2001） 

1971 （増改築
1997-99） 

1965-94， 
(住戸改善

1981-2006) 

1968-7
2 

1973-7
6 

1985-89 1990-92 1983-88 1988-91 

活
用
計
画 

2015 年～：
建替事業 

2019 年～：集
約事業， EV
増築 

維持・EV 増築 2000 年：太閤山県営住宅再生
団地計画 

維 持 保 全 ・ 継 続 管 理
（~2055） 

EV 増設 
（5 棟） 

三点給湯
バリアフ
リー化 
（2020） 

 
空
き
家
率 

A：45.1％ 
A’：14.8％ 
2012 年より
募集停止中 

42.1％（高層
含む） 
2012～ 17 年
募集停止 

15.3％ 
応募倍率：1.25
倍 (2017～19) 

10.4％ 29.0％ 18.5％ 8%（2010 年），8%（2015
年），19%（2020 年） 
応募倍率：13.3 倍（2010
年），2.7 倍（2015 年），0.3
倍（2020 年） 

随時募集 
空き家 
67 戸 
（16%） 
 

随時募集
空き家 
67 戸 
（17%） 
 

 
居
住
世
帯 

810 世帯， 
1537 人 
(1.90 人/世帯) 
もともと帰
国者比率が
高い 

725 世 帯 ，
1429 人（高層
含む） 
(1.97人/世帯) 

432 世帯，878
人 
(2.03 人/世帯) 
ベトナム籍の
居住者が増加 

215 世
帯 ， 697
人(3.24 人

/世帯) 

179 世
帯，314
人 (1.75
人 / 世

帯) 

274 世
帯，641
人 (2.34
人 / 世

帯) 

世帯数：274 世帯 人口：
684 人（2.50 人/世帯） 
  

 世帯数：

310 世帯 
空き家率

約 20% 
（2020） 外国人居住者(約 1 割)，ひと

り親世帯の増加 
 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

団地自治会
事務所・事務
員常置 
高齢者のお
茶会･お手伝
いボランテ
ィア等を自
治会等主導
で実施 

中層･高層の
自治会分離。 
共 用 部 分 管
理 の 一 部 を
住 民 有 志 が
有償で実施 
桜 祭 り は 継
続している。 

2 団地で 1 自治
会。自治連合会
を脱退 
集会所で「ふれ
あ い リ ビ ン
グ」。団地自治
会主催の行事
は廃止になっ
た。 

NT 全体で自治会があり児童
クラブと老人会のほか季節行
事を運営。自治会の下に町内
会があり，定期的な町内会長
会議で町内のトラブルの情報
等を共有する。町内会役員の
中に高齢者への声掛けや自宅
訪問を行う人もいるが組織的
な活動ではない。 

団地自治会の役員は抽選・任期 1 年。組織体制は確
立されており，各種行事も継続。 
空き家が増加して自治会費の収入が減少。 
近年，敬老祝いの対象を 70 歳以上から 75 歳以上に
引き上げた。 
NT 内では早い時期に自主防災組織を結成。自治会
長が救護者を把握するしくみになっているが，見守
り・声掛けの組織的な活動には至っていない（J 団
地）。 

 
 
 
 
 
 
 

団
地
配
置
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A 団地 

（建替え前） 

B 団地 

C2 団地 

C1 団地 

D 地区 

E 地区 

F 地区 

G 団地 

H 団地 

I 団地 

J 団地 
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3 3    

以上の 結 をもとに，（ ） 市計画上の役割，（ ）

住宅 の ，（ ）居住世帯と ティの の

から比 分 を行う。 では， 対象団地の

共 点や 点な を らかにし，その を分 する。 

3 3 1 市計画 の  

） 市計画における 点の設定  

の 対象 市では，い れも 所 地や中

的な市 地を「 」や「 市中核 点」として 置

ける とは共 している。しかし， 外における 点設

定のあり は のように なっている。   

市は を く全 道駅を 点として 置 け，

圏 の に応 て各種 の集 ・ 化を る とと

している。 市は市全 を圏 とした 種の

点を設定する一 ，集 部に ティセンターを中

とした 点を設定している。 児 市は主 駅と 所

の周辺に 点を設定した上で， 外の 地上にある一定

以上の住宅団地の中 部や集 部の小学校を核とし

て 置 け， 点を設定している。  

なお， 対象団地のある地 （ ータウン）周辺

では， たな がみられ，ス ール化が んでいる。 

）拠点周辺に立地する公営住宅の状況 

各 点の核となる施設から公営住宅 での 離にお

いて， （徒歩 分）を として 点内外の戸数

を集計した。その結 ， 市では の市営住宅が 点

外に立地しており， 北 内でも 点内に立地するもの

は 割に たない。た し れは 道駅に 点を設定し

ているた であり，各団地は近隣センターに隣接・近接

して公営住宅を する住 成となっている とから，

近隣センターに 点を設定すれ 結 は なる。一 ，

市では県営住宅 戸を有する太閤山 が市 全体

の「地 居住 点」と 置 けられており，公営住宅全

体の 割が集中している。 児 市でも に全体の約

割（約 戸）に する公営住宅が計 所の「団

地核」周辺に立地している。 

） 点における公営住宅の 置 け 

市と 市の 点は， 市計画マスター ランにお

いて やその ー が されているにと るが，

児 市の 点は立地 化計画でその や 導施設 

が されており，実 を う 点として設定されて

いる点が である。 

児 市において， 市 導 としての「団地

核」は住宅団地のほ 中 部に 置し，公共施設や 業

施設が集 する に設定されており， 導施設として

業（ 以上  ）， ， の各

が設定されている。公営住宅は「団地核」の に連

して しており，一部には公営住宅の も 含した

「団地核」が設定されている。周辺の戸建持家は行 が

接的な事業の対象とする とは しい。そのた ，公

営住宅が住宅団地全体の再生にむけた り組みの 点と

なる があり，「団地核」が公営住宅を 含している

との は きいと られる。 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-12 営住 の立地 （ 市） 

表 3-13 営住 の立地 （ 市） 

表 3-1  営住 の立地 （ 市） 

名称 数 位置（核施設） ⼾数 割合 泉北
NT内

泉北
NT外※

1 都⼼ 1 堺，堺東の各駅 91 3% − 2
2 都市拠点 3 臨海部，中百⾆⿃駅，美原地域 0 0% − 0
3 地域拠点 5 鳳，新⾦岡，深井，北野⽥，泉ヶ丘の各駅 0 0% 555 7
4 駅前拠点 19 阪堺線を除く鉄道駅周辺（圏域はほぼ駅勢圏） 1,171 35% 810 4

2,078 62% 14,878 16
3,340 100% 16,243 29

北 以外に立地する 営住宅は 上の制約から戸数ではなく団地数で している

市営住宅 府営住宅堺市都市計画マスタープラン（2012年）における拠点

拠点外に⽴地する⼾数
総 ⼾ 数

名称 数 位置（核施設） ⼾数 割合
1 都市中核拠点 2 クロスベイ新湊周辺，⼩杉駅及び本庁舎周辺 28 0 28 2%
2 地域居住拠点 2 太閤⼭地区，越中⼤⾨駅周辺 0 828 828 59%
3 交流拠点 3 射⽔ベイエリア周辺，太閤⼭ランド周辺等 66 0 66 5%
4 産業拠点 17 富⼭新港周辺，企業団地周辺等 0 108 108 8%
5 医療・保健拠点 2 射⽔市⺠病院周辺，保健センター等周辺 4 0 4 0%
6 コミュニティ拠点 12 市街化調整区域の住宅地及び集落地周辺 46 108 154 11%

206 0 206 15%
350 1,044 1,394 100%

射⽔市都市計画マスタープラン（2019年）における拠点

拠点外に⽴地する⼾数
総 ⼾ 数

計市営
住宅

県営
住宅

名称 数 位置（核施設） ⼾数 割合

1 中⼼市街地 1 概ね中⼼市街地活性化基本計画区域に含まれる
地域

267 0 267 2%

2 副 都 ⼼ 1 ⾕⼭駅を中⼼とする地域 40 15 55 0%

3 地域⽣活拠点 10 総合計画に⽣活圏として定めている7地域の⽀
所周辺

150 383 533 3%

4 団 地 核 16
地形的な要因等により周辺の市街地から分断さ
れ、当該団地外へ徒歩や⾃転⾞等で移動するこ
とが困難な住宅団地

5,846 3,522 9,368 59%

5 集 落 核 18
⼀定規模以上の集落が形成され、地域外の商業
集積地から距離があること等により、⽇常⽣活
を送る上で⽀障があると考えられる地域

120 25 145 1%

4,350 792 5,142 32%
334 95 429 3%

11,107 4,832 15,939 100%
拠点外（居住誘導区域外）に⽴地する⼾数

総 ⼾ 数

計⽴地適正化計画（2016年）における拠点（＝都市機能誘導区域） 市営
住宅

県営
住宅

拠点外（居住誘導区域内）に⽴地する⼾数

点 内：団地核（ 種住居地 ）（ は公営住宅を 含する ） 

図 3-  団地 の設  （ 市） 

図 3-  調査対象 市 市計画 の の 置 

 

表 3-11 調査対象団地の特徴 

 泉北ニュータウン 太閤山ニュータウン 皇徳寺ニュータウン 

団
地
名 

A 団地 

A’団地 

（建替棟） 

B 団 地 （ 中

層） 

C 団地 

（C1・C2） 

D 地区 E 地区 F 地区 G 団地（市

営） 

H 団地（市

営） 

I 団地（県

営） 

J 団 地

（県営） 

 
立
地
・
周
辺 

タウンセン
ターに隣接。
各種利便施
設が立地。周
辺は公社賃
貸・戸建て・
マンション
等 

駅 か ら バ ス
利用圏。近隣
セ ン タ ー に
近接。周辺は
戸 建 て 主 体
で 一 部 公 社
賃貸・マンシ
ョン 

駅から徒歩圏。
小学校・幼稚園
等近接。周辺は
UR 賃貸・戸建
て・マンション
等 

JR 小杉駅から車で 6 分，北陸
自動車道小杉 IC から 7 分。 
周辺は戸建て持家が主体で一
部が民間賃貸住宅。 

「団地核」
と 小 学 校
に隣接。周
辺 は 戸 建
て 持 家 と
県営住宅 

県 教 職 員
住宅，社宅
に 隣 接 し
て立地。そ
の 他 周 辺
は 戸 建 て
持ち家。 

「団地核」
を挟んで G
団 地 の 北
に立地。周
辺 は 戸 建
て 持 家 と
市営住宅。 

「 団 地
核」に隣
接して立
地。周辺
は戸建て
持家 

住
棟 
・
住
戸
数 

A：12 棟 415
戸（中層） 
A’：6 棟 683
戸（高層） 
＊2020.9 

30 棟 960 戸
（中層） 
増築（1 室），
EV 増築 
 

C1：11 棟 330
戸（中層）2.96ha 
C2：6 棟 180 戸
（中層）  

18 棟 240
戸 

9 棟
252 戸 

15 棟
336 戸 

8 棟 190 戸
（中層・階
段室型） 

7 棟 150 戸
（中層・階
段室型） 

17 棟 420 戸
（中層・階
段室型） 

24 棟 386
戸 

建
設
年
度 

A:1969-70 
A’：2019-21
予定 

1972-73（増改
築 1986，1998
～2001） 

1971 （増改築
1997-99） 

1965-94， 
(住戸改善

1981-2006) 

1968-7
2 

1973-7
6 

1985-89 1990-92 1983-88 1988-91 

活
用
計
画 

2015 年～：
建替事業 

2019 年～：集
約事業， EV
増築 

維持・EV 増築 2000 年：太閤山県営住宅再生
団地計画 

維 持 保 全 ・ 継 続 管 理
（~2055） 

EV 増設 
（5 棟） 

三点給湯
バリアフ
リー化 
（2020） 

 
空
き
家
率 

A：45.1％ 
A’：14.8％ 
2012 年より
募集停止中 

42.1％（高層
含む） 
2012～ 17 年
募集停止 

15.3％ 
応募倍率：1.25
倍 (2017～19) 

10.4％ 29.0％ 18.5％ 8%（2010 年），8%（2015
年），19%（2020 年） 
応募倍率：13.3 倍（2010
年），2.7 倍（2015 年），0.3
倍（2020 年） 

随時募集 
空き家 
67 戸 
（16%） 
 

随時募集
空き家 
67 戸 
（17%） 
 

 
居
住
世
帯 

810 世帯， 
1537 人 
(1.90 人/世帯) 
もともと帰
国者比率が
高い 

725 世 帯 ，
1429 人（高層
含む） 
(1.97人/世帯) 

432 世帯，878
人 
(2.03 人/世帯) 
ベトナム籍の
居住者が増加 

215 世
帯 ， 697
人(3.24 人

/世帯) 

179 世
帯，314
人 (1.75
人 / 世

帯) 

274 世
帯，641
人 (2.34
人 / 世

帯) 

世帯数：274 世帯 人口：
684 人（2.50 人/世帯） 
  

 世帯数：

310 世帯 
空き家率

約 20% 
（2020） 外国人居住者(約 1 割)，ひと

り親世帯の増加 
 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

団地自治会
事務所・事務
員常置 
高齢者のお
茶会･お手伝
いボランテ
ィア等を自
治会等主導
で実施 

中層･高層の
自治会分離。 
共 用 部 分 管
理 の 一 部 を
住 民 有 志 が
有償で実施 
桜 祭 り は 継
続している。 

2 団地で 1 自治
会。自治連合会
を脱退 
集会所で「ふれ
あ い リ ビ ン
グ」。団地自治
会主催の行事
は廃止になっ
た。 

NT 全体で自治会があり児童
クラブと老人会のほか季節行
事を運営。自治会の下に町内
会があり，定期的な町内会長
会議で町内のトラブルの情報
等を共有する。町内会役員の
中に高齢者への声掛けや自宅
訪問を行う人もいるが組織的
な活動ではない。 

団地自治会の役員は抽選・任期 1 年。組織体制は確
立されており，各種行事も継続。 
空き家が増加して自治会費の収入が減少。 
近年，敬老祝いの対象を 70 歳以上から 75 歳以上に
引き上げた。 
NT 内では早い時期に自主防災組織を結成。自治会
長が救護者を把握するしくみになっているが，見守
り・声掛けの組織的な活動には至っていない（J 団
地）。 

 
 
 
 
 
 
 

団
地
配
置
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A 団地 

（建替え前） 

B 団地 

C2 団地 

C1 団地 

D 地区 

E 地区 

F 地区 

G 団地 

H 団地 

I 団地 

J 団地 
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3 3    

以上の 結 をもとに，（ ） 市計画上の役割，（ ）

住宅 の ，（ ）居住世帯と ティの の

から比 分 を行う。 では， 対象団地の

共 点や 点な を らかにし，その を分 する。 

3 3 1 市計画 の  

） 市計画における 点の設定  

の 対象 市では，い れも 所 地や中

的な市 地を「 」や「 市中核 点」として 置

ける とは共 している。しかし， 外における 点設

定のあり は のように なっている。   

市は を く全 道駅を 点として 置 け，
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表 3-12 営住 の立地 （ 市） 
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表 3-1  営住 の立地 （ 市） 
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図 3-  団地 の設  （ 市） 

図 3-  調査対象 市 市計画 の の 置 
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図 3-  家の居住 （ 営 営） 
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）住宅事情・ の  

以上から 市の住宅事情の と公営住宅 の

点を と る。近 市圏の 外にある 市

は民営 家率が く，賃貸住宅の を公的住宅が

ており， 収入の高齢・ 世帯の け として し

ている。一 ，持ち家率が い 児 市圏の中 市で

ある 児 市では， 収入世帯の民営 家居住が く，

世帯の比率も高いが，公営住宅には 数人員の世帯

の割合が比 的高く，家 型により公営・民営の 家居

住層が 分化される がある。それに比 持ち家が

する住宅市 をも 北陸地 の 市は， 収入世帯

の中で公営住宅に居住する い世帯の比率が高く， 年

の公営住宅 層が すると れる。 

た， 市の中では比 的 年世帯の 的 が

高いと られる 市の太閤山団地では，退居 とし

て 市内に る世帯が い とから，地 内での住み

替 において公営住宅が 年・ 収入世帯の選

となっている とが されるが，その一 で 収入世

帯の 割が民営 家に居住する と，居住 の

成 が い とを ると，民営 家が れから

も 年世帯の選 としての役割を維持し続ける と

が か うかは の 地がある。 

 

3.3.3   

）居住世帯の  

各 対象公営住宅団地の入居世帯の （人口・世

帯等）に いて，各住宅管理 ータをもとに比 する。 

世帯数や人口は全地 で減少が続き 居住世帯の 小

化が んでいる。 年間で 北 の団地では

人 の団地では 人一世帯あたりの世

帯人員数が減少している。 た， や太閤山

の団地では空き家が 割 あるが 入居 年以内の世

帯の比率も ％以上あり 一定の住み替 が行 れてい

る。 北 の団地では， 対象の 団地中 団地が建

替 ・集約事業のた に募集を停止しているた ，空き

家率も ％に上っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た，居住者の高齢化も に んでいる。 ，

北 の団地では居住人口の ％が 歳以上であり，

歳以下が ％の の団地とは きく年齢層

が なっている。た し， 年 化では， の団

地も 歳以上が増加しており， 実に高齢化している。

太閤山団地でも ンタビ ー によると建築時期の

い住棟を中 に，高齢者，ひとり親，外国人が く，

世帯は 世帯うち 世帯が 歳以上となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

居住する外国人の数は，太閤山団地で 割 を

ているが，その他は，住宅管理 ータとして把握されて

いない。「中国（帰国者）やベトナムの居住者が集 る団

地（ 北 ）」や，「外国人が増加する地 がある（太閤

山 ）」等が ンタビ ー で らかになった。 

） ティ活動 

地 の公営住宅団地とも居住者から成る団地自治

会が団地共用部分の管理の主体となっており，それ れ

の で実施している。居住者の高齢化等から，団地自

治会は の団地 るみや居住者主体の ティ活
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が，一部，外部業者への により， ・ り等の
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）住宅事情・ の  

以上から 市の住宅事情の と公営住宅 の

点を と る。近 市圏の 外にある 市

は民営 家率が く，賃貸住宅の を公的住宅が

ており， 収入の高齢・ 世帯の け として し

ている。一 ，持ち家率が い 児 市圏の中 市で

ある 児 市では， 収入世帯の民営 家居住が く，

世帯の比率も高いが，公営住宅には 数人員の世帯

の割合が比 的高く，家 型により公営・民営の 家居

住層が 分化される がある。それに比 持ち家が

する住宅市 をも 北陸地 の 市は， 収入世帯

の中で公営住宅に居住する い世帯の比率が高く， 年

の公営住宅 層が すると れる。 

た， 市の中では比 的 年世帯の 的 が

高いと られる 市の太閤山団地では，退居 とし

て 市内に る世帯が い とから，地 内での住み

替 において公営住宅が 年・ 収入世帯の選

となっている とが されるが，その一 で 収入世

帯の 割が民営 家に居住する と，居住 の

成 が い とを ると，民営 家が れから

も 年世帯の選 としての役割を維持し続ける と

が か うかは の 地がある。 

 

3.3.3   

）居住世帯の  

各 対象公営住宅団地の入居世帯の （人口・世

帯等）に いて，各住宅管理 ータをもとに比 する。 

世帯数や人口は全地 で減少が続き 居住世帯の 小

化が んでいる。 年間で 北 の団地では

人 の団地では 人一世帯あたりの世

帯人員数が減少している。 た， や太閤山

の団地では空き家が 割 あるが 入居 年以内の世

帯の比率も ％以上あり 一定の住み替 が行 れてい

る。 北 の団地では， 対象の 団地中 団地が建

替 ・集約事業のた に募集を停止しているた ，空き

家率も ％に上っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た，居住者の高齢化も に んでいる。 ，

北 の団地では居住人口の ％が 歳以上であり，

歳以下が ％の の団地とは きく年齢層

が なっている。た し， 年 化では， の団

地も 歳以上が増加しており， 実に高齢化している。

太閤山団地でも ンタビ ー によると建築時期の

い住棟を中 に，高齢者，ひとり親，外国人が く，

世帯は 世帯うち 世帯が 歳以上となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

居住する外国人の数は，太閤山団地で 割 を

ているが，その他は，住宅管理 ータとして把握されて

いない。「中国（帰国者）やベトナムの居住者が集 る団

地（ 北 ）」や，「外国人が増加する地 がある（太閤

山 ）」等が ンタビ ー で らかになった。 

） ティ活動 

地 の公営住宅団地とも居住者から成る団地自治

会が団地共用部分の管理の主体となっており，それ れ

の で実施している。居住者の高齢化等から，団地自

治会は の団地 るみや居住者主体の ティ活

動が停 する がある。 ， 北 の団地自治会

では階段室・棟・団地の 成に応 た や役員がいる

が，一部，外部業者への により， ・ り等の

共用部分の管理を実施している。 た，役員のなり手が

減少し， 会・老人会や祭り・運動会等の団地 るみ
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の活動・ ベントはほとん くなり，住民の 活動

は校 ベルの自治連合会活動等に られている。さ

らに の さから自治連合会を脱退した団地自治会

もあり 周辺地 との が減少 災 時の対応等に

を ている。一 ， では高齢化が んでいな

いた 団地自治会役員は抽選・ 年任期制となっている。 

）居住者による見守りや 活動 

団地内の居住者 の りをみると 高齢化が む

北 では 団地自治会主催のお茶会やボランティアに

よるお手伝い等を行う団地もあるが，団地 るみの

的な活動は見られ ，見守りや声かけが な高齢者・

がい者等や 立する居住者に対しては，一部の団地自

治会役員や外部 による 対応が中 である。

しかし，周辺地 との や の は団地によ

って なり，「持ち家地 と一 の自治会があり，老人会

や祭り等の がある（太閤山 ）」や「自治連合会を

た はあるが，公営住宅団地間の はない（

北 ）」「民生 員や市社 が してくれる（ 北 ）」

等， である。一 ， では，団地全体の高齢

化が んでいないた ，地 に対する問 を持

住民はいるものの， 体的な 組みは れからである。  

た 外国籍・ 者の い団地では 国・ 地

者の ティが している。しかし，その比率

が い団地（ 団地）や居住年数の長い団地（ 団地）

では，団地自治会の や役員になる もあり， に

居住ルールの理 や自治会活動への 加が んでいる。

高齢化が む団地では， いする がないのが実

のようである。 

）居住世帯・ ティの からみた 化等 

以上の とから， さらに される公営住宅の

化や周辺地 からの 立に する分 を行う。 

，持ち家市 が中 の 市 外の公営住宅は，

地 内や周辺に民営 家が少ないた ，居住 の改善

を 的とした 層が少なく，空き家が生 やすい。

のた ，より社会的 者が入居する が高い（

に 市圏において）。一 ， い世 は入居しても所

の上 に い家賃が上がり， 期間で退 するた ，

ティが成 ， の い世 に敬 される と

に ながるものと れる。 

た，団地共用部分の管理や校 ベルの テ

ィ活動への 加等，団地自治会の運営 は団地 とに

がある。 ，居住者の高齢化が み，リー ーとな

る者が となる とで，団地自治会運営が し，地

の中で 立していく が高 る がある。 

さらに，公営住宅団地が集中する地 では， の

施 ・ ティ施 では 的に 分な居住者対応

ができ ， が し，一層， 化が地 の問 に

ながる を高 ている。 

.   

外公営住宅団地の活用・再生に け，全国の 事

等をもとにシナリ タ を設定し， を行う。 

 

.1   

シナリ ： 点の実 化と周辺 の 制 

の の 対象地 のように公営住宅が

ータウンの一部を 成している 合，生活利便施設が集

した と一体的に，もしくは近接して立地している

とが い。そのような立地の公営住宅の再生や活用に

むけた 的な り組みとして，市内の一定 以上の

住宅団地の中 部を立地 化計画における 市

導 に設定し，あ て用 地 を する とで生

活利便施設の 導を るな ， 市計画上の対応を導入

している 児 市の事 がある。 
で したように， 児 市で 市 導

として「団地核」を設定した に公営住宅の を 含

する があり，公営住宅の建 や 地の活用が にお

かれている とが かる。 北 では 営住宅の建替

時に 地の一部を 学 に 用する が，「太閤山県営

住宅再生団地計画」（ ）でも「県営住宅をす て県営

住宅として建替 るとは ない」という 的な

が されている。 児 市では 公営住宅を他に

用・再生する事 はないが， 市計画上の 点化を 行

さ る とで， に公営住宅やその のみではなく，

市 全体あるいは戸建持ち家を含む ータウンを

とした活用・再生を志 している とが かる。団地核

に 含・近接される公営住宅の の役割を する

にも， の 点を 的に導入する とが期 される。 
た し， 市 導 の導入による施設 導は，

とくに市 化 に近接した立地 にある ー

タウンの 合，周辺での ー ショ や住宅の

制を 化しないと実 的には がない。 児

市では，団地核を有する ータウン周辺の に

ある小学校の児童数が全国有数の となっている。

地等での住宅分 が であり，以 された

での を立地 化計画の 定 に再

化している。以上のように，人口と が 小する地 ・

外の公営住宅の活用は， 市計画と連 して る

とをシナリ タ として る。 
 

2012年 3  
 

 

「団地核」を設定（16 所） 

2014年 6  「団地核」の用 地 を 1 種住居(200/60)に  
（10 所, 12.42ha） 

2016年 4  
 

児 市市 化 における住宅建築等に

する （2004 年）の改 ・施行（ 制の 化） 

2017年 3  
 

 

「団地核」を 市 導 に設定 
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シナリ ：住宅等改善による 年層の 対応 

地 圏の 市では民間賃貸住宅が 年層の賃貸

の主な け となっているものの， の小さい

ものが く居住 が れているとは ない。持

ち家中 の住宅市 にあって民間賃貸住宅の選 は

定的であり， からフ リー で， た 年世帯か

ら高齢者世帯 での い に応 られていない。

た，地 圏の 市部の公営住宅は，太閤山団地の退 者

ータが す り，退 時に近隣地 への住み替 が

いと される。 

したがって，賃貸住宅 に応 ータウン全

体の人口 動を維持するた には，一定の 体 と居

住 を持 公営住宅の住 を有 活用する と

が 的ではないかと る。 

た，地 市部では自動車保有率が高い とから，

住居選 の には公共 のアクセシビリティよりも住

宅ス クや 車 ，住 が されると られる。 

そ で，高齢者 けの住宅改善（バリアフリー化）の

みなら ，住宅の設 や 戸 化， 車 の 実な

年層 けの住宅・住 改善を 的に行い，地

の民間賃貸住宅が バーしない賃貸 を 的に け

入れるような をシナリ タ とし，公営住宅ス

ト クの有 活用を っていく とが られる。 

 

シナリ ：居住者の 化に対応した住宅マ ント

体制 くり 

居住者の 化（高齢化・小世帯化・見守りや を

する世帯の増加等）に対応した住宅管理や ティ

が 対象地 に共 して られる。 うした

に対応した 事 として，住宅管理者による 組み

をもとに，シナリ タ を設定する。 

事 としては，公営住宅管理業務を ・

事業者が共 業体として 加・ する ，地 に

した 動 業者が する があり，居住者や団地自

治会活動等の を業務の一部として実施していた。 

 

 

 対象 住 の （ ） 

 

事

 

県営 

社 

団地 

戸 

県内の 動 事業者団体 

 

県営 

社 

団地 

戸 

建築会社 ・ 事

業者の共 事業体 

県営 団地 

戸 

建設 ン ルタント 地 動

事業者の共 事業体 

 

 

北  団地 

戸 

住宅 給公社 合住

生活の共 事業体 

太閤山  戸  

：県営住宅 団地 戸 他 

 県営 戸 

市営 戸 

公 児 県住宅・建築 合セン

ター：市営･県営（ 児 市内） 

 

 

 居住 対  の  

 

 

 

事

 

 
県営 
A 社 

収入 時に集会

所で 護予防教室を

催（地 セン

ターの ） 

地 ア会議を集会所で実

施。地 センタ

ー・社会 議会・居住

人・ 護 との連  
 

県営 
B 社 

収入 時に集会

所で 会実施 
・ 管理者の社内

ト ークも活用。地

センターとの連  
 

県営 
住宅管理システムによ

り全居住世帯の情報把

握し， 対応に活用。

見守りを行う管理人用

の 点 （空き住戸） 
ン 催等を  

各団地を する全地

センターに きかけ

て連 。居住者の見守り情

報の共有な を行う団地あ

り 

以上の 結 を に，シナリ タ を居住者

の 化に対応した住宅マ ント体制 くりとし，居

住者・団地自治会への対応を に応 て に行 る

よう， の 加や共 事業化により，居住者情報

の収集・見守り等を含 た住宅管理業務の を る

とが られる。さらに，団地自治会の を活かした

活 化 やそのた の 的な との連 体制

くりが期 される。そのた の集会所・空き住戸の活

用等も含 ， 合的な住宅マ ント体制を し，

居住者の住生活の 定を るタ が られる。 

 

.2  

 のシナリ タ を用いて，各 対象地 での

に いて する。 

） 北 公営住宅団地の再生・活用のシナリ  

 北 の公営住宅団地は， 団地・ 戸 と く，

か 人口減少・高齢化・小世帯化が んでいる。公営住

宅団地は 住 との近隣センターに隣接して 置さ

れているが， は 的な近隣センター等を中 とし

た リ リのある住 成の中で公営住宅団地の再生

を していく とがシナリ を して られる。 

た，全体が公的賃貸住宅と持ち家から成るた ，再

生事業期間中の募集停止によって入居が停 していた

年層を すような再生・活用事業が て であ

る。 れ で増築や 設置， 車 増設等の改善が行

れてきたが団地 ・ の改善は行 れていない。

のた ，シナリ のように， 年層にとって ある

団地 の ・住戸 の 上等が られる。 

さらに， の として，居住者の高齢化や小世帯

化等に対応した住宅管理や住生活の 定に けたマ

ント体制 くりがある。 ，住宅管理体制に

等事業者（社会 人，居住 人等）を加 る等，

居住者の 対応や団地自治会の活動 等，地 の

体制との接点を 化する とが られる。 た，

常生活圏 （地 センター） とに ・見守

り 点を設ける等， ー ・ フトの連 体制を し
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の活動・ ベントはほとん くなり，住民の 活動

は校 ベルの自治連合会活動等に られている。さ

らに の さから自治連合会を脱退した団地自治会

もあり 周辺地 との が減少 災 時の対応等に

を ている。一 ， では高齢化が んでいな

いた 団地自治会役員は抽選・ 年任期制となっている。 

）居住者による見守りや 活動 

団地内の居住者 の りをみると 高齢化が む

北 では 団地自治会主催のお茶会やボランティアに

よるお手伝い等を行う団地もあるが，団地 るみの

的な活動は見られ ，見守りや声かけが な高齢者・

がい者等や 立する居住者に対しては，一部の団地自

治会役員や外部 による 対応が中 である。

しかし，周辺地 との や の は団地によ

って なり，「持ち家地 と一 の自治会があり，老人会

や祭り等の がある（太閤山 ）」や「自治連合会を

た はあるが，公営住宅団地間の はない（

北 ）」「民生 員や市社 が してくれる（ 北 ）」

等， である。一 ， では，団地全体の高齢

化が んでいないた ，地 に対する問 を持

住民はいるものの， 体的な 組みは れからである。  

た 外国籍・ 者の い団地では 国・ 地

者の ティが している。しかし，その比率

が い団地（ 団地）や居住年数の長い団地（ 団地）

では，団地自治会の や役員になる もあり， に

居住ルールの理 や自治会活動への 加が んでいる。

高齢化が む団地では， いする がないのが実

のようである。 

）居住世帯・ ティの からみた 化等 

以上の とから， さらに される公営住宅の

化や周辺地 からの 立に する分 を行う。 

，持ち家市 が中 の 市 外の公営住宅は，

地 内や周辺に民営 家が少ないた ，居住 の改善

を 的とした 層が少なく，空き家が生 やすい。

のた ，より社会的 者が入居する が高い（

に 市圏において）。一 ， い世 は入居しても所

の上 に い家賃が上がり， 期間で退 するた ，

ティが成 ， の い世 に敬 される と

に ながるものと れる。 

た，団地共用部分の管理や校 ベルの テ

ィ活動への 加等，団地自治会の運営 は団地 とに

がある。 ，居住者の高齢化が み，リー ーとな

る者が となる とで，団地自治会運営が し，地

の中で 立していく が高 る がある。 

さらに，公営住宅団地が集中する地 では， の

施 ・ ティ施 では 的に 分な居住者対応

ができ ， が し，一層， 化が地 の問 に

ながる を高 ている。 

.   

外公営住宅団地の活用・再生に け，全国の 事

等をもとにシナリ タ を設定し， を行う。 
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シナリ ： 点の実 化と周辺 の 制 

の の 対象地 のように公営住宅が

ータウンの一部を 成している 合，生活利便施設が集

した と一体的に，もしくは近接して立地している

とが い。そのような立地の公営住宅の再生や活用に

むけた 的な り組みとして，市内の一定 以上の

住宅団地の中 部を立地 化計画における 市

導 に設定し，あ て用 地 を する とで生

活利便施設の 導を るな ， 市計画上の対応を導入

している 児 市の事 がある。 
で したように， 児 市で 市 導

として「団地核」を設定した に公営住宅の を 含

する があり，公営住宅の建 や 地の活用が にお

かれている とが かる。 北 では 営住宅の建替

時に 地の一部を 学 に 用する が，「太閤山県営

住宅再生団地計画」（ ）でも「県営住宅をす て県営

住宅として建替 るとは ない」という 的な

が されている。 児 市では 公営住宅を他に

用・再生する事 はないが， 市計画上の 点化を 行

さ る とで， に公営住宅やその のみではなく，

市 全体あるいは戸建持ち家を含む ータウンを

とした活用・再生を志 している とが かる。団地核

に 含・近接される公営住宅の の役割を する

にも， の 点を 的に導入する とが期 される。 
た し， 市 導 の導入による施設 導は，

とくに市 化 に近接した立地 にある ー

タウンの 合，周辺での ー ショ や住宅の

制を 化しないと実 的には がない。 児

市では，団地核を有する ータウン周辺の に

ある小学校の児童数が全国有数の となっている。

地等での住宅分 が であり，以 された

での を立地 化計画の 定 に再

化している。以上のように，人口と が 小する地 ・

外の公営住宅の活用は， 市計画と連 して る

とをシナリ タ として る。 
 

2012年 3  
 

 

「団地核」を設定（16 所） 

2014年 6  「団地核」の用 地 を 1 種住居(200/60)に  
（10 所, 12.42ha） 

2016年 4  
 

児 市市 化 における住宅建築等に

する （2004 年）の改 ・施行（ 制の 化） 

2017年 3  
 

 

「団地核」を 市 導 に設定 
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ていく とが られる。 うした 組みは，団地再生

に ら ，各住 に分 する公営住宅団地を活かした

ータウン全体の再生にも ながるものと れる。 

）太閤山団地の再生・活用のシナリ  

太閤山団地は中 部にショ ングセンターがあり，

高齢居住者が増 ている とからも，シナリ に っ

た 点化に した団地と られる。生活利便施設を

実さ ，団地住民のみなら 近隣住民にとっても住み続

けやすい住 とする とが期 できる。た し， 時

点でも立地の利便 は高く，自動車による 動が一 的

なた ，太閤山団地内に 点 を 置する との

や， に 置した 合に 分な利用が見 るかに

いては な が である。 

た， で たように，地 の民間賃貸住宅が応

られない を公営住宅が バーする とが られ

る。すな ち住宅セーフティ トとしてのみなら ，

シナリ に い 年の成長世帯の け として す

る とで公営住宅スト クの有 利用を る。 年層を

引き けるには，住宅の設 と の に加 ，

車 の 実が である。それにより 年層を引き

る ン として さ ， らが 時に 内もしく

は近隣自治体にと る とにより地 全体の人口 成

と ティを持続的なものにする とが期 される。 

居住者の高齢化は確実に んでいるた ，シナリ

により見守り等の生活 を住宅管理に組み む との

が 増すのは確かであ う。た し，太閤山で

は 高齢者の増加は 時点で 化しておら ，それ

よりも近年増加する外国人世帯と一人親世帯への対応を

る がある。 ，外国人世帯や一人親世帯の比

率が上 すると，住民による自主管理が しくなる と

が予 される。そのた ，もし共 事業体として居住

人を組み入れるのであれ ，外国人世帯や一人親世

帯への が な 人を選 とが であ う。 

） 公営住宅団地の再生・活用のシナリ  

シナリ を て ータウン内の生活利便を 上

さ る とと 行して， 年層の を するシ

ナリ を導入し， ータウン全体の人口 動を維持

するた に公営住宅を 的に活用する。その とし

て， 北 ほ 化が んでいない の公営

住宅では， ータウン外の民間賃貸住宅や分 住宅に

している 年世帯や て世帯の を把握す

る とが である。公営住宅を した らの住み替

動 に いて，家 型およ の住宅 型，生活

行動や住居費 の比 等の 点から らかにし，

として ータウン内の戸建て持ち家が選 される

とを す施 を導入する。一 ，公営住宅としては，

年層を引き る ン としての を 入 で 化す

るた に な住戸の改善， 車 の確保のほか，入居

の 等が られる。  
た， 時点では高齢化に う問 が 北 ほ には

化していないた ，シナリ の高齢化・小世帯化

に う見守りや を する世帯への対応は，中長期的

に り組む となる。その ， 年層にとって 常的

な とならない住宅管理手 を 築できるか うかが，

シナリ との 連において である。 
 

.3  

では， の 市圏にある 外立地の公営住宅

団地に いて実 を把握した。それをもとに， の活

用・再生 のあり や に いて する。 

地 市の 外に立地する公営住宅団地は， 市全体

の人口減少が加 する中， 市圏 との人口動 や居住

者 ， 市 ・ 市計画の ，持ち家・ 家市

の 等に する を有しており，住宅 として

の住宅セーフティ トを る役割や がある。

結 をもとに， きく 点の を する とがで

きる。 
ひと は，人口減少社会の 市 との結 きを

， 市の （ 市計画）に公営住宅団地を 置

ける とである。そのた には，市 化 の

制等と一体となった公営住宅団地の再生により 退す

る 市周辺部の「核」として活用する とが られる。 
そのた には，地 ・ 外の住宅 （持ち家中

・自動車利用が 等）に対応し，民間賃貸住宅市

の を す く，住宅や住 の改善により，

年層の 的な住宅 を していく とが の

として できる。 
さらに，公営住宅団地の居住者の高齢化や 化，外

国人の増加等に対応し，団地自治会主体の住宅管理手

を見 し，地 の実情に応 た な運用により，

な ・人 等と に連 ・活用する とが

られる。さらに，高齢化する 外住宅地における ・

見守り等，地 のセーフティ ト 点として役割を

たしていく とが期 される。 

 

 

に いた いた住宅事業者・管理者，団地自治会等

の に く し上げ す。 

 

 

 建築学会・建築社会システム 員会「人口減少時

の自治体居住  ～ ，再 公営住宅 を問う」，

年 建築学会 会 ル ィス ション  
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